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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第35期
第２四半期
連結累計期間

第36期
第２四半期
連結累計期間

第35期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

自　2021年４月１日
至　2021年９月30日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上収益
(百万円)

85,768 94,547
191,326

(第２四半期連結会計期間) (52,260) (45,103)

税引前四半期利益又は
税引前利益

(百万円) 854 3,720 3,837

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益(△は損失) (百万円)

△1,541 1,120
△1,335

(第２四半期連結会計期間) (332) (△214)

四半期(当期)包括利益 (百万円) △1,131 1,848 3,726

資本合計 (百万円) 82,119 86,981 85,763

資産合計 (百万円) 169,011 169,261 189,178

基本的１株当たり四半期
(当期)利益(△は損失) (円)

△103.97 75.61
△90.07

(第２四半期連結会計期間) (22.41) (△14.46)

希薄化後１株当たり四半期
(当期)利益

(円) － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 43.0 45.3 40.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 336 △6,866 16,151

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,424 △2,502 △8,691

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 163 △3,548 △625

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 20,372 19,318 32,121
 

(注) １．当社グループは、国際会計基準(以下、「IFRS」という。)に基づいて連結財務諸表を作成しております。

２．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

３．売上収益には、消費税等は含んでおりません。

４．希薄化後１株当たり四半期(当期)利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５．金額は、百万円未満を四捨五入して記載しております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 
（北米）

第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であったアラバマ・カルマン・ユタカ・テクノロジーズ・リ

ミテッド・ライアビリティ・カンパニーは、2021年４月１日付で当社の連結子会社であるカーディントン・ユタカ・

テクノロジーズ・インコーポレーテッドを存続会社、アラバマ・カルマン・ユタカ・テクノロジーズ・リミテッド・

ライアビリティ・カンパニーを消滅会社とした吸収合併を行いました。

この結果、2021年９月30日現在では、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社並びに親会社１社、子会

社14社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありま

せん。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間における経済環境は、国内は新型コロナウイルス感染症のワクチン接種により個人消

費は横ばいで推移しましたが、政府の緊急事態宣言の延長や対象地域の拡大などにより経済活動は制限され依然と

して厳しい状況にありました。海外においても、米国は新型コロナウイルス感染症拡大により個人消費や雇用の回

復が鈍化、また中国では投資の抑制、企業への電力消費量の削減や操業制限が行われ、個人消費は横ばいで推移し

ており経済回復はペースダウンしている状態です。

今後の景気動向が見通せない中、自動車業界においては世界的な半導体不足や東南アジアでの部品供給の滞りを

背景に稼働停止や増産計画の見直しなどの影響を受け、上昇基調への転換が足踏み状態となっており先行きは未だ

不透明な状況です。

この様な環境の中、当社グループは、半導体供給不足に伴う顧客からの受注減はあったものの、新型コロナウイ

ルス感染症からの回復による顧客からの受注増に加えて、日本において前期での固定資産減損損失計上に伴い償却

費負担が減少したことにより、当第２四半期連結累計期間の売上収益は、945億４千７百万円(前年同期比10.2％

増)、営業利益33億４千４百万円(前年同期比165.9％増)、税引前四半期利益は、37億２千万円(前年同期比335.7％

増)、四半期利益18億３百万円(前年同期は四半期損失12億円)、親会社の所有者に帰属する四半期利益11億２千万

円(前年同期は親会社の所有者に帰属する四半期損失15億４千１百万円)となりました。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

(日本)

半導体供給不足に伴う顧客からの受注減影響はあるものの、新型コロナウイルス感染症からの回復に伴う

顧客からの受注増や海外からの収入増、更には前期の固定資産減損損失計上に伴い償却費負担が減少したこ

とにより、売上収益185億６千８百万円(前年同期比9.2％増)、営業損失８億８千７百万円(前年同期は営業損

失24億６千７百万円)となりました。

(北米)

新型コロナウイルス感染症からの回復に伴う顧客からの受注増はあるものの、当第２四半期において半導

体供給不足に伴う固定費負担が影響し、売上収益146億６千７百万円(前年同期比2.1％増)、営業損失７億３

千６百万円(前年同期は営業損失５億１千８百万円)となりました。

(アジア)

半導体供給不足に伴う顧客からの受注減影響はあるものの、新型コロナウイルス感染症からの回復に伴う

顧客からの受注増により、売上収益108億１千７百万円(前年同期比65.1％増)、営業利益４億９千万円(前年

同期は営業損失８億８千３百万円)となりました。

(中国)

売上収益は製品に含まれる貴金属の価格高騰により増加したものの、売上原価においても売上収益同様に

増加したことに加え、半導体供給不足が影響し実質受注減となったことにより、売上収益567億２千万円(前

年同期比4.4％増)、営業利益41億５千５百万円(前年同期比19.2％減)となりました。

(その他)

イギリスの工場閉鎖に伴う顧客からの受注減影響はあるものの、新型コロナウイルス感染症からの回復に

伴う顧客からの受注増により、売上収益は25億６千８百万円(前年同期比26.6％増)、営業利益１億５千６百

万円(前年同期は営業損失７千万円)となりました。

 
(注)　上記に記載しているセグメント別の売上収益は、外部顧客への売上収益とセグメント間の内部売上収

益の合計であります。

 
② 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産につきましては、主に棚卸資産の増加はありましたが、現金及び現金同

等物や営業債権及びその他の債権の減少により、前連結会計年度末に比べ199億１千７百万円減少し、1,692億６

千１百万円となりました。

　負債につきましては、主に営業債務及びその他の債務が減少したことにより、前連結会計年度末に比べ211億３

千４百万円減少し、822億８千１百万円となりました。

　資本につきましては、主に利益剰余金及び非支配持分が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ12億１

千７百万円増加し、869億８千１百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は193億１千８百万円(前年同

期末比5.2％減)となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は68億６千６百万円(前年同期は３億３千６百万円の獲得)となりました。これは

主に営業債権及びその他の債権の減少や減価償却費及び償却費による収入がありましたが、営業債務及びその他

の債務の減少や法人所得税等の支払額増加による支出等が上回ったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は25億２百万円(前年同期比26.9％減)となりました。これは主に新機種投資に伴

う有形固定資産の取得による支出によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は35億４千８百万円(前年同期は１億６千３百万円の獲得)となりました。これは

主に配当金の支払や借入金の純減額による支出によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は12億１千万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社ユタカ技研(E02236)

四半期報告書

 5/28



 

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動がありました。その内容について

は、「(1)財政状態及び経営成績の状況 ①経営成績の分析」に記載しております。

① 生産実績

当第２四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

日本 11,883 6.1

北米 18,388 37.9

アジア 10,194 88.7

中国 76,284 41.5

その他 2,453 74.3

合計 119,203 39.9
 

(注）金額は販売価額(消費税等抜き)によっております。

 
② 受注実績

当第２四半期連結累計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

日本 9,106 △10.7 2,402 13.1

北米 15,624 △21.1 7,058 20.0

アジア 9,847 86.4 1,731 7.0

中国 57,165 3.3 12,676 41.0

その他 2,004 10.9 94 △79.6

合計 93,746 1.4 23,962 25.6
 

(注）金額は販売価額(消費税等抜き)によっております。

 
③ 販売実績

当第２四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

日本 11,896 9.5

北米 14,614 3.2

アジア 9,689 70.4

中国 55,903 4.5

その他 2,444 58.9

合計 94,547 10.2
 

(注）金額は販売価額(消費税等抜き)によっております。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,480,000

計 52,480,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日
現在発行数(株)
(2021年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,820,000 14,820,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 14,820,000 14,820,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2021年７月１日～
2021年９月30日

― 14,820,000 ― 1,754 ― 547
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(5) 【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１－１ 10,322 69.66

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK

FUND (PRINCIPAL ALL SECTOR

SUBPORTFOLIO)

（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

米国・ボストン

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）
1,198 8.08

ユタカ技研従業員持株会 静岡県浜松市東区豊町508番地の１ 306 2.06

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 282 1.90

BBH FOR FIDELITY GROUP TRUSTBENEFIT

(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO)

（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

米国・ボストン

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）
207 1.39

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人 株式会社日本カストディ銀

行）

東京都千代田区丸の内２丁目１－１

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
200 1.35

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－12 134 0.91

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人 日本マスタートラスト信託

銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目４－５

（東京都港区浜松町２丁目11－３）
120 0.81

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT

（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

米国・ニューヨーク

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）
78 0.53

INTERACTIVE BROKERS LLC

（常任代理人 インタラクティブ・ブロー

カーズ証券株式会社）

米国・コネチカット

（東京都千代田区霞が関３丁目２－５）
69 0.46

計 － 12,915 87.15
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

1,800
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

148,168 ―
14,816,800

単元未満株式
普通株式

― ―
1,400

発行済株式総数 14,820,000 ― ―

総株主の議決権 ― 148,168 ―
 

　

② 【自己株式等】

  2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式
数の合計
(株)

発行済株式
総数に対する所有
株式数の割合(％)

株式会社ユタカ技研
静岡県浜松市東区豊町
508番地の１

1,800 － 1,800 0.01

計 ― 1,800 － 1,800 0.01
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度末
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間末
(2021年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物 10 34,054 20,563

営業債権及びその他の債権 10 64,622 58,191

棚卸資産  25,772 28,031

その他の流動資産  5,014 3,792

流動資産合計  129,463 110,576

    

非流動資産    

有形固定資産  54,484 53,104

無形資産  771 710

退職給付に係る資産  1,322 1,370

繰延税金資産  1,834 2,050

その他の非流動資産 10 1,305 1,452

非流動資産合計  59,715 58,685

資産合計  189,178 169,261

    

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務 10 82,029 64,736

借入金 10 8,157 7,116

未払法人所得税等  2,176 694

引当金  1,476 462

その他の流動負債 10 3,617 3,427

流動負債合計  97,454 76,434

    

非流動負債    

借入金 10 2,170 1,914

退職給付に係る負債  2,031 1,862

繰延税金負債  244 589

その他の非流動負債  1,516 1,481

非流動負債合計  5,961 5,846

負債合計  103,415 82,281

    

資本    

資本金  1,754 1,754

利益剰余金  75,126 75,713

自己株式  △3 △3

その他の資本の構成要素  △849 △804

親会社の所有者に帰属する持分合計  76,028 76,659

非支配持分  9,735 10,321

資本合計  85,763 86,981

負債及び資本合計  189,178 169,261
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(2) 【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

売上収益 ５,７ 85,768 94,547

売上原価  76,922 84,044

売上総利益  8,846 10,503

    

販売費及び一般管理費  7,707 7,655

その他の収益  165 803

その他の費用  46 307

営業利益 ５ 1,258 3,344

    

金融収益  152 430

金融費用  556 54

税引前四半期利益  854 3,720

    

法人所得税費用  2,053 1,916

四半期利益（△は損失）  △1,200 1,803

    

その他の包括利益    

純損益に振替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測定
する金融資産の純変動

 1 2

純損益に振替えられることのない項目合計  1 2

純損益に振替えられることのある項目    

在外営業活動体の換算差額  68 43

純損益に振替えられることのある項目合計  68 43

その他の包括利益（税引後）合計  69 45

四半期包括利益  △1,131 1,848

    

四半期利益（△は損失）の帰属    

親会社の所有者 ８ △1,541 1,120

非支配持分  341 683

四半期利益（△は損失）  △1,200 1,803

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  △1,554 1,165

非支配持分  423 683

四半期包括利益  △1,131 1,848

    

１株当たり四半期利益
（親会社の所有者に帰属）

   

基本的１株当たり四半期利益（△は損失）
(円)

８ △103.97 75.61
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2020年７月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2021年７月１日
至　2021年９月30日）

売上収益 ５,７ 52,260 45,103

売上原価  46,829 40,802

売上総利益  5,431 4,301

    

販売費及び一般管理費  3,913 3,819

その他の収益  105 94

その他の費用  9 252

営業利益 ５ 1,614 325

    

金融収益  35 239

金融費用  73 36

税引前四半期利益  1,576 528

    

法人所得税費用  1,028 639

四半期利益（△は損失）  547 △111

    

その他の包括利益    

純損益に振替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測定
する金融資産の純変動

 2 3

純損益に振替えられることのない項目合計  2 3

純損益に振替えられることのある項目    

在外営業活動体の換算差額  △542 △16

純損益に振替えられることのある項目合計  △542 △16

その他の包括利益（税引後）合計  △540 △13

四半期包括利益  8 △125

    

四半期利益（△は損失）の帰属    

親会社の所有者 ８ 332 △214

非支配持分  215 103

四半期利益（△は損失）  547 △111

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  △129 △240

非支配持分  137 115

四半期包括利益  8 △125

    

１株当たり四半期利益
（親会社の所有者に帰属）

   

基本的１株当たり四半期利益（△は損失）
(円)

８ 22.41 △14.46
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

(単位：百万円)

区分 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の
資本の
構成要素

その他の包括利益
を通じて公正価値
で測定する金融
資産の純変動

2020年４月１日残高  1,754 8 76,480 △3 10

四半期利益（△は損失）    △1,541   

その他の包括利益      1

四半期包括利益  － － △1,541 － 1

配当金 ９   △533   
その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

   1  △1

所有者との取引等合計  － － △532 － △1

2020年９月30日残高  1,754 8 74,407 △3 10
 

 

区分 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
その他の資本の構成要素

親会社の所有
者に帰属する
持分合計

在外営業
活動体の
換算差額

その他の
資本の構成
要素合計

2020年４月１日残高  △3,472 △3,463 74,777 9,580 84,357

四半期利益（△は損失）   － △1,541 341 △1,200

その他の包括利益  △15 △13 △13 82 69

四半期包括利益  △15 △13 △1,554 423 △1,131

配当金 ９  － △533 △574 △1,107

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

  △1 － － －

所有者との取引等合計  － △1 △533 △574 △1,107

2020年９月30日残高  △3,487 △3,477 72,690 9,429 82,119
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(単位：百万円)

区分 注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の
資本の
構成要素

その他の包括利益
を通じて公正価値
で測定する金融
資産の純変動

2021年４月１日残高  1,754 － 75,126 △3 10

四半期利益    1,120   

その他の包括利益      1

四半期包括利益  － － 1,120 － 1

配当金 ９   △533   

所有者との取引等合計  － － △533 － －

2021年９月30日残高  1,754 － 75,713 △3 11
 

 

区分 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
その他の資本の構成要素

親会社の所有
者に帰属する
持分合計

在外営業
活動体の
換算差額

その他の
資本の構成
要素合計

2021年４月１日残高  △859 △849 76,028 9,735 85,763

四半期利益   － 1,120 683 1,803

その他の包括利益  44 45 45 0 45

四半期包括利益  44 45 1,165 683 1,848

配当金 ９  － △533 △97 △631

所有者との取引等合計  － － △533 △97 △631

2021年９月30日残高  △815 △804 76,659 10,321 86,981
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  854 3,720

減価償却費及び償却費  4,170 4,176

金融収益及び金融費用(△は益)  △84 △88

営業債権及びその他の債権の増減額
（△は増加）

 △24,611 7,149

棚卸資産の増減額（△は増加）  185 △1,891

営業債務及びその他の債務の増減額
（△は減少）

 20,720 △16,603

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  △50 △182

その他  720 117

小計  1,905 △3,602

利息の受取額  155 141

配当金の受取額  1 1

利息の支払額  △58 △64

法人所得税等の支払額又は還付額
(△は支払)

 △1,668 △3,341

営業活動によるキャッシュ・フロー  336 △6,866

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額（△は増加）  △127 668

有形固定資産の取得による支出  △3,335 △3,305

有形固定資産の売却による収入  47 193

無形資産の取得による支出  △10 △56

投資有価証券の売却による収入  2 －

貸付けによる支出  － △5

貸付金の回収による収入  － 3

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,424 △2,502

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  2,224 △1,195

リース負債の返済による支出  △250 △269

長期借入金の返済による支出  △414 △183

配当金の支出額 ９ △533 △534

非支配持分への配当金の支出額  △864 △1,368

財務活動によるキャッシュ・フロー  163 △3,548

現金及び現金同等物に係る換算差額  455 114

現金及び現金同等物の増減額（△は減少)  △2,471 △12,803

現金及び現金同等物の期首残高  22,843 32,121

現金及び現金同等物の四半期末残高  20,372 19,318
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【要約四半期連結財務諸表注記】

 

１．報告企業

株式会社ユタカ技研(以下、当社)は、日本に所在する企業であります。その登記されている本社及び主要な事務

所・工場の住所はホームページ(https://www.yutakagiken.co.jp/)で開示しております。当社の要約四半期連結財務

諸表は2021年９月30日を期末日としております。当社及び連結子会社(以下、当社グループ)は、主に自動車部品四

輪・自動車部品二輪の製造及び販売を行っております。また、当社の親会社は本田技研工業株式会社であります。

 
２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号)第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規

定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、2021年３月

31日に終了した連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

要約四半期連結財務諸表は、2021年11月12日に当社代表取締役社長 白石　直己によって承認されております。

 
(2) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価を基

礎として作成しております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、単位を百万円としておりま

す。また、百万円未満の端数は四捨五入にて表示しております。

 
３．重要な会計方針

要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適用し

た会計方針と同一であります。

 
４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に

影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定することが義務付けられております。ただし、実際の業績はこれらの見積

りとは異なる場合があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更は、

見積りを変更した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識しております。

要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸表と同

様であります。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大による影響に関する会計上の見積りにおいて、前連結会計年度の有価証券報

告書（重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断）に記載した仮定に重要な変更はありません。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、この影響が長期化した場合には新

たな生産調整や、顧客への販売の更なる減少が生じる可能性もあり、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。
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５．事業セグメント

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社及び当社の子会社においてそれぞれ独立した経営単位であり、取締役会

及び取締役会から選定された取締役によって構成される経営会議において、経営の重要事項について審議し、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社では、地域毎に取締役本部長・担当取締役等が任命されており、担当地域の包括的な戦略の立案を統括し、

事業活動を展開しており、生産・販売を基礎とした地域別のセグメントを報告セグメントとしております。

各報告セグメントの主な地域は、以下のとおりであります。

 

報告セグメント 主要な製品及びサービス

日本 日本

自動車部品四輪(排気系部品、駆動系部品、その他)
自動車部品二輪
汎用部品
その他

北米
米国
メキシコ

自動車部品四輪(排気系部品、駆動系部品、その他)
自動車部品二輪

アジア

フィリピン
インドネシア
タイ
インド

自動車部品四輪(排気系部品、駆動系部品)
自動車部品二輪

中国 中国 自動車部品四輪(排気系部品、駆動系部品)

その他
英国
ブラジル

自動車部品四輪(排気系部品、駆動系部品、その他)
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(2) 報告セグメントごとの売上収益及び利益又は損失の金額に関する情報

当社グループの前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の報告セグメント情報は以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

(単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
要約四半期
連結財務諸
表計上額日本 北米 アジア 中国 その他 合計

外部顧客への売上収益 10,860 14,166 5,685 53,519 1,538 85,768 － 85,768

セグメント間の内部
売上収益

6,136 197 865 791 491 8,480 △8,480 －

計 16,996 14,363 6,550 54,309 2,029 94,248 △8,480 85,768

営業利益(△は損失) △2,467 △518 △883 5,145 △70 1,207 50 1,258

金融収益 ― ― ― ― ― ― ― 152

金融費用 ― ― ― ― ― ― ― 556

税引前四半期利益 ― ― ― ― ― ― ― 854
 

(注) １　セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。

３　営業利益(△は損失)の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。

 
当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

(単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
要約四半期
連結財務諸
表計上額日本 北米 アジア 中国 その他 合計

外部顧客への売上収益 11,896 14,614 9,689 55,903 2,444 94,547 － 94,547

セグメント間の内部
売上収益

6,672 52 1,128 817 124 8,793 △8,793 －

計 18,568 14,667 10,817 56,720 2,568 103,340 △8,793 94,547

営業利益(△は損失) △887 △736 490 4,155 156 3,178 166 3,344

金融収益 ― ― ― ― ― ― ― 430

金融費用 ― ― ― ― ― ― ― 54

税引前四半期利益 ― ― ― ― ― ― ― 3,720
 

(注) １　セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。

３　営業利益(△は損失)の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。
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当社グループの前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の報告セグメント情報は以下のとおり

であります。

 

前第２四半期連結会計期間（自　2020年７月１日　至　2020年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

調整額
要約四半期
連結財務諸
表計上額日本 北米 アジア 中国 その他 合計

外部顧客への売上収益 5,587 10,163 4,166 31,075 1,269 52,260 － 52,260

セグメント間の内部
売上収益

3,239 132 542 462 352 4,726 △4,726 －

計 8,826 10,295 4,708 31,537 1,620 56,986 △4,726 52,260

営業利益（△は損失） △1,467 234 9 2,651 105 1,531 83 1,614

金融収益 ― ― ― ― ― ― ― 35

金融費用 ― ― ― ― ― ― ― 73

税引前四半期利益 ― ― ― ― ― ― ― 1,576
 

（注）１　セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

     ２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。

     ３　営業利益（△は損失）の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。

 
当第２四半期連結会計期間（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

調整額
要約四半期
連結財務諸
表計上額日本 北米 アジア 中国 その他 合計

外部顧客への売上収益 6,053 5,928 5,198 27,124 800 45,103 － 45,103

セグメント間の内部
売上収益

3,298 25 500 462 26 4,311 △4,311 －

計 9,351 5,954 5,698 27,585 825 49,414 △4,311 45,103

営業利益（△は損失） △601 △608 393 1,363 △383 163 161 325

金融収益 ― ― ― ― ― ― ― 239

金融費用 ― ― ― ― ― ― ― 36

税引前四半期利益 ― ― ― ― ― ― ― 528
 

（注）１　セグメント間の内部売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

     ２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。

     ３　営業利益（△は損失）の調整額は、主にセグメント間取引の消去であります。
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６. 企業結合

共通支配下の取引等

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業の名称 カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッド

事業の内容 自動車部品四輪（排気系部品、駆動系部品）、自動車部品二輪の生産及び販売
 

 
被結合企業の名称 アラバマ・カルマン・ユタカ・テクノロジーズ・リミテッド・ライアビリティ・カンパニー

事業の内容 自動車部品四輪（排気系部品、駆動系部品）の生産及び販売
 

 
(2) 企業結合日

2021年４月１日
 

(3) 企業結合の法的形式

カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッドを存続会社、アラバマ・カルマン・ユタカ・

テクノロジーズ・リミテッド・ライアビリティ・カンパニーを消滅会社とする吸収合併

 

(4) 結合後企業の名称

カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッド

 

(5) その他取引の概要に関する事項

北米市場の電動化拡大を見据え、体質改善の推進、事業基盤の安定化を目的としております。
 

(6) 実施した会計処理の概要

共通支配下における企業結合とは、企業結合当事企業もしくは事業のすべてが、企業結合の前後で同一の企業に

より最終的に支配され、かつ、その支配が一時的でない場合の企業結合であります。当社グループは、すべての共

通支配下における企業結合取引について、継続的に帳簿価額に基づき会計処理しております。
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７．売上収益

売上収益の分解とセグメント収益との関連は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

(単位：百万円)

報告
セグメント

日本 北米 アジア 中国 その他 合計

自動車部品四輪 10,239 14,108 2,909 53,519 1,538 82,313

自動車部品二輪 393 58 2,776 － － 3,227

汎用部品 228 － － － － 228

合計 10,860 14,166 5,685 53,519 1,538 85,768
 

　

当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

(単位：百万円)

報告
セグメント

日本 北米 アジア 中国 その他 合計

自動車部品四輪 10,508 14,614 4,844 55,903 2,444 88,313

自動車部品二輪 712 － 4,845 － － 5,558

汎用部品 676 － － － － 676

合計 11,896 14,614 9,689 55,903 2,444 94,547
 

　

前第２四半期連結会計期間(自　2020年７月１日　至　2020年９月30日)

(単位：百万円)

報告
セグメント

日本 北米 アジア 中国 その他 合計

自動車部品四輪 5,256 10,118 1,964 31,075 1,269 49,682

自動車部品二輪 242 45 2,202 － － 2,489

汎用部品 88 － － － － 88

合計 5,587 10,163 4,166 31,075 1,269 52,260
 

 
当第２四半期連結会計期間(自　2021年７月１日　至　2021年９月30日)

(単位：百万円)

報告
セグメント

日本 北米 アジア 中国 その他 合計

自動車部品四輪 5,396 5,928 2,654 27,124 800 41,902

自動車部品二輪 313 － 2,544 － － 2,857

汎用部品 344 － － － － 344

合計 6,053 5,928 5,198 27,124 800 45,103
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８．１株当たり利益

基本的１株当たり四半期利益又は基本的１株当たり四半期損失及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

なお、希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益又は親会社の
所有者に帰属する四半期損失(△) (百万円)

△1,541 1,120

期中平均普通株式数(株) 14,818,224 14,818,176

基本的１株当たり四半期利益又は基本的１株当たり
四半期損失(△) (円)

△103.97 75.61
 

　

 
前第２四半期連結会計期間
（自　2020年７月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2021年７月１日
至　2021年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益又は親会社の
所有者に帰属する四半期損失(△) （百万円）

332 △214

期中平均普通株式数（株） 14,818,224 14,818,176

基本的１株当たり四半期利益又は基本的１株当たり
四半期損失(△) （円）

22.41 △14.46
 

 

９．配当金

前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

(1）配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 533 36 2020年３月31日 2020年６月29日
 

　

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

(1）配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 533 36 2021年３月31日 2021年６月28日
 

　

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2021年10月29日
取締役会

普通株式 533 36 2021年９月30日 2021年12月３日
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10．金融商品の公正価値

(1) 公正価値及び帳簿価額

金融商品の種類別の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度末
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間末
(2021年９月30日)

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融資産     

償却原価で測定する金融資産     

現金及び現金同等物 34,054 34,054 20,563 20,563

営業債権及びその他の債権 64,622 64,622 58,191 58,191

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
    

その他の金融資産 28 28 30 30

金融資産合計 98,704 98,704 78,784 78,784

金融負債     

償却原価で測定する金融負債     

営業債務及びその他の債務 82,029 82,029 64,736 64,736

借入金 10,326 10,302 9,030 8,987

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債
    

デリバティブ負債 74 74 － －

金融負債合計 92,429 92,405 73,766 73,723
 

 
(2) 金融商品の公正価値算定方法

① 現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務

現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務のうち、流動項目は短期間で決

済され、また非流動項目は実勢金利であるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっております。

② その他の金融資産

その他の金融資産のうち、市場性のある有価証券の公正価値は市場価格を用いて見積っております。非上場会

社普通株式は割引将来キャッシュ・フロー、収益、利益性及び純資産に基づく評価モデル及びその他の評価方法

により、公正価値を算定しております。

③ 借入金

借入金は、将来キャッシュ・フローを新たに同様の契約を実行した場合に想定される利率で割り引く方法によ

り算定しております。

④ デリバティブ

前連結会計年度より、当社の海外子会社からの配当金に係る為替変動リスクに関して、先物為替予約取引等の

デリバティブを利用し、リスクの低減を行っております。デリバティブは取引先金融機関から提示された為替相

場等の観察可能な市場データに基づいて算定しております。

なお、デリバティブ取引は当該リスクを低減するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ユタカ技研(E02236)

四半期報告書

24/28



 

(3) 要約四半期連結財政状態計算書において認識している公正価値測定のヒエラルキー

以下は公正価値で測定される金融商品を評価方法ごとに分析したものです。それぞれのレベルは以下のように定

義づけられております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格

レベル２：レベル１以外の観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 
公正価値により測定された金融商品

前連結会計年度末(2021年３月31日)

(単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産 20 － 8 28

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

デリバティブ負債 － 74 － 74
 

 
当第２四半期連結会計期間末(2021年９月30日)

(単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産 22 － 8 30
 

 

レベル３に区分される金融資産については、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間におい

て重要な変動は生じておりません。

 

 
11．後発事象

当社グループにおいて、該当事項はありません。

 
２ 【その他】

2021年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

① 中間配当による配当金の総額……………………533百万円

② １株当たりの金額…………………………………36円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2021年12月３日

（注） 2021年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2021年11月12日

株式会社ユタカ技研

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

名古屋事務所

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金　　子　　能　　周  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川　　口　　真　　樹  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユタカ

技研の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸

表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要

約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社

ユタカ技研及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２

四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、経営者が清算若しくは事業停止の意図があるか、又はそれ

以外に現実的な代替案がない場合を除いて、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を開示する必

要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

EDINET提出書類

株式会社ユタカ技研(E02236)

四半期報告書

27/28



 

要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー　手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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